
様式2-1
令和　　　年　　　月　　　日


大阪市長　　横山　英幸　殿

住所又は所在地
商号又は名称
代表者職氏名　　　　　　　　 　　印


参加申込書


令和８年10月１日付で公告のありました公募型企画競争方式（プロポーザル方式）による津守下水処理場消化ガス有効利用事業に参加したいので、関係書類を添えて申し込みます。
なお、公告に示す参加資格のすべてを満たすとともに、本申込書及び添付資料の内容について、事実と相違ないことを誓約します。


記
○添付書類
（津守下水処理場消化ガス有効利用事業募集要項に示されているもの。）



様式2-2
会社概要書
	フリガナ
	

	商号又は名称
	

	1.本　社　

	郵便番号
	
	
	
	
	
	
	

	所在地
	

	代表者職名
	
	ＴＥＬ
	

	代表者氏名
	
	ＦＡＸ
	

	

2.支店等（契約締結権を支店等に委任する場合のみ記入）

	郵便番号
	
	
	
	
	

	支店等名称
	
	(会社名は不要)

	所在地
	

	支店長等職名
	
	ＴＥＬ
	

	支店長等氏名
	
	ＦＡＸ
	

	3.連絡先（1.本社、2.支店等以外で連絡先となる事務所）

	連絡先名称
	
	(会社名は不要)
	ＴＥＬ
	

	　所在地
	
	ＦＡＸ
	


　
	総職員数
	
	人

	営業年数
	
	年

	資本金
	
	千円

	自己資本額
	
	千円



















様式2-3
施　工　・事　業　実　績　表

	該当
要件
	発　注　者　等
	工事・事業名称
	施工・実施場所
（下水処理場名等）
	契約金額
	契約期間

	
	
	
	
	円
	令和　　年　　月　　日
～
令和　　年　　月　　日

	
	
	
	
	円
	令和　　年　　月　　日
～
令和　　年　　月　　日

	
	
	
	
	円
	令和　　年　　月　　日
～
令和　　年　　月　　日

	
	
	
	
	円
	令和　　年　　月　　日
～
令和　　年　　月　　日

	
	
	
	
	円
	令和　　年　　月　　日
～
令和　　年　　月　　日

	
	
	
	
	円
	令和　　年　　月　　日
～
令和　　年　　月　　日

	
	
	
	
	円
	令和　　年　　月　　日
～
令和　　年　　月　　日

	
	
	
	
	円
	令和　　年　　月　　日
～
令和　　年　　月　　日


※募集要項３-２（2）⑥ア～ウに示す施工実績又は事業実績を記入すること。該当要件の欄にア～ウを記入すること。
※ＣＯＲＩＮＳに登録されている登録データ（竣工時工事カルテ）又は資格要件を確認できる図面や発注者の証明書等を添付すること。
様式2-4
提出書類確認表
	
注１) 必ず記入してください。
注２) 提出者チェック欄を使って提出書類に不備が無いか確認をしてください。
注３) 提出書類は、情報公開請求の公開対象となります。
	
商号又は名称
担当者名
　　　　　ＴＥＬ
E-mail　　　
	
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	提　出　書　類
	大阪市の指定様式
	書類
	チェック欄

	
	
	単独企業の　場合
	応募グループの場合
	提出者
	市

	
	
	
	代表企業
	その他
	
	

	綴じない
	１
	提出書類確認表
	本　書

	ファイルに綴じる
	２
	参加申込書
	様式2-1
	要
	要
	
	
	

	
	３
	会社概要書
	様式2-2
	要
	要
	要
	
	

	
	４
	施工・事業実績表
	様式2-3
	要
	要
※
	要
※
	
	

	
	５
	ＣＯＲＩＮＳに登録されている登録データ（竣工時工事カルテ）または資格要件を確認できる図面や発注者の証明書等
	
	要
	要
※
	要
※
	
	

	
	６
	印鑑証明書（会社）（写し可。提出日の３ヶ月以内のもの）
	
	要
	要
	
	
	

	
	７
	履歴事項全部証明書（写し可。提出日の３ヶ月以内のもの）
	
	要
	要
	要
	
	

	
	８
	計算書類
直近５か年分の貸借対照表、損益計算書等（確定した計算書類で会社法に基づく会計監査人の監査報告書含む）
	
	要
	要
	
	
	

	
	９
	納税証明書（写し可）
	
	
	
	
	
	

	
	
	所轄税務署発行の納税証明書〔未納の税額のない証明：提出日の３ヶ月以内のもの〕
法人税、消費税及び地方消費税【様式その３の３】
	
	要
	要
	要
	
	

	
	
	大阪市発行の納税証明書
〔市税を滞納していない証明：提出日の３ヶ月以内のもの〕
法人：法人市民税、事業所税
	
	要
	要
	要
	
	

	
	10
	経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書
	
	要
	要
※
	要
※
	
	

	
	11
	建設業法第３条による許可（通知）の写しまたは証明書
（発行日より３ヶ月以内のものに限る）
	
	要
	要
※
	要
※
	
	

	
	12
	委任状（応募グループ構成員から代表企業への委任、または代表企業から従業員等への委任）
	
	要
	要
	要
	
	

	
	13
	共同企業体協定書
	
	
	要
	要
	
	

	
	14
	本市入札参加資格者名簿に登録可能であることを証明する書類
（応募する日において登録されていない場合のみ）
	
	要
	要
	要
	
	


※施工を行う企業又は実績要件を満たす企業は必要

